
あとがき 
 
財源の移譲などの課題はあるものの，制度として地方分権は確実に進んでおり，

地方自治体には，独自の政策づくりができる環境が整備されてきている。分権によ

る独自の政策づくりとは，自らが考え，自らが責任を取ることであり，分権時代は

地方自治体にとってその真価が問われる。 
このような中で，地方分権や行政改革の議論において，しばしば「職員の意識を

変える必要がある」という言葉を聞く。従来の国が指針を出し，地方自治体がそれ

に従って政策を執行する時代から脱却し独自の政策づくりをしていくためには，確

かにそのとおりかもしれない。しかし，法律や条例などのハードの変更で制度が変

えられるものと違って，長期にわたって築かれた人の意識や組織文化を変えること

は，そう簡単にはいかない。 
本研究は，この難しい問題に，組織として戦略的に挑戦することを提案するもの

である。 
地方自治体の現場，とりわけ市民サービス提供部門は様々な住民ニーズや課題に

追われ，最早「気楽なお役所仕事」ではなくなってきている。職員は常に改善しよ

うという意識を持ちながらも，市民と役所の中の管理部門との狭間で，日々苦悩し

ている。政策づくりにおいて，苦悩というコストは必要であるが，理不尽で不必要

なコストまで抱えてはいないか。この不必要なコストをいかに削減するかを考察し

た結果が，本稿での主張となった。 
本研究の提案が実際に地方自治体に導入され，その結果，現場の職員が，市民と

協働で，活き活きとして，誇りを持ちながら働けるようになることを切に願ってい

る。 
最後に，この論文の作成のみならず，２年間の大学院生活を支えてくれた方々に

感謝を述べたい。杉原弘修教授，北島滋教授，佐々木史郎教授には職業人である私

の大学院生活に理解と配慮をいただくと同時に，授業を通じてものごとの本質を見

る目を養わせていただいた。群馬大学の田村泰彦教授には，集中講座のみのお付き

合いであるが，本論文作成において多大なヒントをいただいた。同じ研究室の上ノ

段憲治君には，しばしば社会人学生の私に授業時間を合わせてもらうなど様々な便

宜を図ってもらった。勤務する宇都宮市水道局総務課の上司や同僚には，業務の繁

忙期でも快く授業に送り出していただいた。妻・里香と息子・陽介には，休日も研

究時間に充てるなど夫と父親の役割を果たさない私のわがままを受け入れてもらっ

た。そして，中村祐司助教授には，本論文の指導のみならず，その前向きでエネル

ギッシュな姿勢に，２年間励まされ続け，大学院生活を充実したものにすることが

できた。本当に多くの方々に支えられ，感謝の念に絶えない。 
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